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本田技研工業株式会社
執行職 知的財産・法務統括部 統括部長

企業法務パーソンと企業法務のミッション

法律専攻の学生の皆さんの将来の進路として弁

護士等の「法曹」がありますが、法律の知識や思

考力を社会の最前線で活かす道として「企業法

務」という選択肢もあります。どちらも法律という

専門性で勝負する点では一緒ですが、異なる点も

あります。弁護士はクライアントの依頼に基づき、

特定国の特定法領域における高い専門性でピン

ポイントの意見を出すことが求められます。一方、

企業法務は、リスクを予測した上で最善策を提言

し、それを実行していくことが求められます。地理

的には世界各国におよび、法領域では契約や訴

訟をはじめ、会社の機関設計や不祥事・労務系ト

ラブル対応等のガバナンス・コンプライアンス、さ

らには複雑化する知的財産や個人情報保護に関

する法律への対応等、多岐にわたり、本人のやる

気次第でいくらでも拡げていくことが可能です。

さらに、企業法務の醍醐味は企業の一員として、

経営層や他部門の仲間と共に「当事者」としてプ

ロジェクトに最初から最後まで関与できる点です。

表層的な情報だけでは分からない経営層や仲間の

「想い」を汲み、議論を尽くし、最善策を提言しま

す。その最善策は法的リスクを回避することでは

なく、リスクの受入れが可能か不可能かを見極め、

さらに機会逸失リスクも勘案したもので、要は「ど

こにリスクがあり、それをどう乗り越え、目的を実

現するか」を考え抜くことが企業法務の使命です。

企業法務の機能はしばしば車のブレーキに例え

られます。良く効くブレーキ（＝リスクを見極める

法務機能）を備えてはじめて限界までアクセルを

踏むこと（＝果敢な経営判断）が可能となるという

訳です。Honda はF1という世界最高峰の自動車

レースで戦っていますが、時速３５０kmで走行する

車両には高性能ブレーキが装着されています。こ

のブレーキは単に車を制止するためだけではな

く、路面状況等を瞬時に判断し、それに合わせた

最適な電子制御によって、たとえば雨中のコーナー

を安全かつ最速で駆け抜けることを可能にしてい

ます。つまり、いかなる環境下でも最速で走るた

めに不可欠な存在なのです。Honda の法務部員

は、車（＝企業）が最速で走ることができるよう、日々

頑張っています。プロジェクトが成功し、製品が社

会に届いた時、喜びを共有できるのは、我々法務が

「当事者」でありチームの一員であるからに他な

りません。法律という専門性を活かして、このよう

な喜びを感じたい、会社や社会の未来を築いてい

きたい、と考えるなら、企業法務は挑戦しがいの

ある道です。そんな学生の皆さんに企業法務の扉

を叩いてもらうことができたらと思います。

遠藤 嘉浩 氏企業の声

プログラムの全 体像
O u t l i n eO u t l i n e

「学内教育」と「企業内教育」を融合させた企業法務人材育成のプログラム

明確な目的意識により、学習意欲・キャリア意識の早期高揚を図り、
実践に直結する専門知識とリーガルマインド（問題意識・発想・提案力）を備えた人材育成を目指します。
企業法務を支えるプロを育てるための育成プログラムを同志社大学が提案します。
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企業法務への
誘い

企業法務
ベーシック

企業法務 
エシックス

Phase

3
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リーガル・
フィールドワーク

若手法務部員による企業実務
の紹介。将来のキャリアのイ
メージ形成をサポートします。

▲

P03

法務関連部門の実務家による
実例の紹介。企業における具
体的な問題が、法律的な観点
と経営的な観点から解説され
ます。

▲

P04

ビジネスマナーをはじめ、コ
ンプライアンス等に関する基
本的な問題等をグループワー
クを通じて議論し、アウトプッ
ト力の向上を目指します。

▲

P04

事前に課題を設定して文献
等の調査を行い、企業の法務・
知財部門等でインターンシッ
プを経験し、研究成果の口頭
発表、レポート作成を行います。

▲

P05

Phase
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講師一覧  （本学卒業生が講演 ) ＊掲載している講師の所属は開催当時のものです

第1回
2005年

宝珠山 昭 氏 積水化学工業株式会社

木下 由香里 氏 武田薬品工業株式会社

中塚 智子 氏 ソニー株式会社

野村 拓央 氏 トヨタ自動車株式会社

須田 桃子 氏 松下電器産業株式会社

第2回
2005年

窪田 素子 氏 松下電工（中国）有限公司

第3回
2006年

廣瀬 史奈 氏 松下電器産業株式会社

木下 由香里 氏 武田薬品工業株式会社

西堀 知徳 氏 本田技研工業株式会社

新中 宏明 氏 大日本インキ化学工業株式会社

第4回
2006年

中塚 智子 氏 ソニー株式会社

第5回
2007年

越智 夕芳里 氏 東京エレクトロン株式会社

新中 宏明 氏 大日本インキ化学工業株式会社

橘 真理子 氏 ソニー株式会社

山原 仁 氏 同志社大学大学院法学研究科

第6回
2008年

垣内 宏美 氏 パナソニック株式会社

池畑 江美 氏 パナソニック電工株式会社

南方 瑞紀 氏 プロクター・アンド・ギャンブル・ジャパン株式会社

上亟 千春 氏 三洋電機株式会社

第7回
2009年

瀧川 圭 氏 積水化学工業株式会社

福西 桂子 氏 パナソニック株式会社

山原 仁 氏 パナソニック電工株式会社

第8回
2010年

北山 宗之 氏 豊田通商株式会社

平田 尭大 氏 株式会社博報堂

南方 瑞紀 氏 プロクター・アンド・ギャンブル・ 
ジャパン株式会社

第9回
2011年

松村 光章 氏 株式会社 NTTドコモ

後藤 瑠美 氏 住友商事株式会社

第10回
2011年

安藤 雄健 氏 パイオニア株式会社

中村 勇介 氏 住友化学株式会社

岡島 裕香 氏 株式会社日立製作所

第11回
2012年

齊藤 尚男 氏 パナソニック株式会社

瀧川 圭 氏 積水化学工業株式会社

第12回
2013年

松村 光章 氏 株式会社 NTTドコモ

山本 隆文 氏 シャープ株式会社

第13回
2014年

飯尾 成 氏 ユニ・チャーム株式会社

末永 有佳 氏 株式会社堀場製作所

第14回
2015年

石橋 雄一郎 氏 ニチユ三菱フォークリフト 
株式会社

横山 菜  々氏 富士通株式会社

第15回
2016年

南方 瑞紀  氏 プロクター・アンド・ギャンブル・ジャパン株式会社

井口 翔悟  氏 パナソニック株式会社

第16回
2017年

串部 慎一郎  氏 株式会社 NTTドコモ

佐藤 紘美  氏 日本電気株式会社

第17回
2018年

岡本 朗子  氏 大日本住友製薬株式会社

綿世 斗輝  氏 キヤノン株式会社

第18回
2019年

中山 慧子  氏 任天堂株式会社

犬童 寛之  氏 パナソニック株式会社

第19回
2020年

木下 志保  氏 日本電気株式会社

丹下 貴啓  氏 パナソニック株式会社

第20回
2021年

米倉 周平  氏 富士通株式会社

中島 榛華  氏 大阪ガス株式会社

第21回
2022年

山根 万弥  氏 京セラ株式会社

石桁 大輝  氏 株式会社 NTTドコモ

第22回
2023年

佐藤 宏樹  氏 京セラ株式会社

鷺島 明里  氏 パナソニックコネクト株式会社

第23回
2024年

川口 州  氏 パナソニックインダストリー株式会社 

今北 有紀  氏 旭化成株式会社

第24回
2025年

伊郷 香  氏 ウーブン・バイ・トヨタ株式会社 

伊東 菜摘  氏 本田技研工業株式会社

伊郷 香 氏 伊東 菜摘 氏

ウーブン・バイ・トヨタ株式会社 
法務部門 プライバシーチーム

本田技研工業株式会社
第一法務部 コーポレート法務課勤務先 勤務先

　　企業法務のキャリアに興味を抱いたきっかけや決め手は?

学生時代に、模擬仲裁大会に参加したことが、企業法務を進路として考える一
つのきっかけでした。法的論点を整理し、仲間と議論を重ねながら法的主張を
構成していく作業に没頭する中で、社会に出てからも、このようなスキルが求め
られる仕事に携われたらよいと感じるようになりました。進路についてそのよう
に漠然と考えていた中で、リーガル・フィールドワークのインターンシップに参加
する機会を頂き、実際の法務業務に触れたことが、最終的な決め手となりました。

　　現在、企業で担当している業務は?

現在は、プライバシーに関わる法令を専門領域として担当しています。個人
データの取得・処理を含む事業活動について、各国・地域における適用法令
の調査・評価を行い、その結果を踏まえた施策の検討および施策の導入サ
ポートを行っています。施策の内容は様々ですが、プライバシーポリシーの
策定・見直しや、データ処理契約のレビュー等があります。

　　後輩へのメッセージ

学生時代は、興味のあることや挑戦してみたいことに最も時間を使える貴重
な期間だと思います。自由に時間を使えるからこそ、それを将来と結びつけ
ながら、自分はどのような道に進みたいのかを意識して考えておくことが大
切だと感じます。そのためにも、さまざまな機会に積極的に参加してみるこ
とをおすすめします。

Q

Q

Q

　　企業法務のキャリアに興味を抱いたきっかけや決め手は?

在学中、企業法務をテーマにした講義がきっかけで、将来法務部員として活
躍する道があると知りました。実際に企業法務をされている方々の話を伺っ
ているうちに、大学で学んだ知識や考え方を活かしながら、ビジネスの最先
端に携わり、アクセルにもブレーキにもなる重要な役割を担えることに魅力
を感じたため、企業法務を目指すようになりました。

　　現在、企業で担当している業務は?

人事・経理財務・広報・スポーツ等の管理系部門と、クルマ販売・サービスや
中古車等の四輪事業部門の法律（独占禁止法、個人情報保護法、労働法等）
相談・契約支援業務や、M&Aプロジェクト等に携わっています。Honda が
大切にしている現場・現物・現実の「三現主義」を意識し、事業部門の意向
に寄り添いつつ、法務観点での助言を行い、各施策の実現をサポートしてい
ます。

　　後輩へのメッセージ

企業法務は、多くの事業部門と一体となって多種多様な案件に携わり、法務
観点でのサポートができるので、日 ビ々ジネスの面白さと自分の成長を感じ
られる楽しい仕事です！企業法務に興味がある方も、これからやりたいこと
を見つけたい方も、同志社大学で企業法務に触れられる講義等貴重な機会
をぜひ活かし、気になる業界やビジネスを探っていただければ嬉しいです。

Q

Q

Q

企業法務への誘い
企業法務をこれから学び始める学生を対象とした導入講座。講師は本学卒業生で企業法務の現場で活躍する若手・
中堅の企業人。講師の担当する仕事内容や学生時代に学んでおくべきこと、法務スタッフに求められること等につい
ての講演を繰り広げます。企業法務の誘いに参加し、みなさんの先輩が仕事に誇りを持って語る姿を見て、将来の進
路として企業法務を意識したという方も多くおられます。実際、企業法務に進んだ多くの方がこの講演をきっかけに企
業法務を目指されるようになっています。

Phase

1
1・2年次対象
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企業法務ベーシック　テーマ・講師所属  （2025年度）

長谷川 亜希子 氏 菴田 浩 教授

花王株式会社 
執行役員 法務部門統括 同志社大学法学部教授企業人 教員

Yes には付加価値を、No には代替案を

企業は一つのチームです。チームのかじ取りをする経営のもと、マーケティング、
研究開発、品質保証、購買、生産、コーポレートなど様 な々役割が共通のゴー
ルに向かって日々働いています。法務は、サポーターでも単なるアドバイザー
でもなく、意思決定に参画するチームの一員です。

「こんなビジネスを実現したい」という相談を受けたとき、法務は、どんな論
点を検討すべきか、どのような契約や仕組みが必要か、誰が何をいつまでに
担うのかを関係者と共有し、議論を前に進めます。企業法務に求められるの
は、違法性やリスクを指摘するだけでなく、「Yes には付加価値を、No には
代替案を」の姿勢で、評価や選択肢を示し、事業や経営の判断と実行を支え
ることです。社会の期待や倫理的要請も踏まえながら、法律を使ってどう実
現するか。ワンチームで目標を実現し、「法務がいてくれて助かった」と言わ
れる仕事のダイナミズムを、ぜひ体感してください。

大学での学びが直結する仕事

法学部の卒業生の進路は多岐にわたりますが、そのうち企業の法務部門は法曹三
者と並び、大学で学んだ法律の知識や法的な思考力が直接活かせる分野です。そ
して裁判や紛争処理、M&A の一局面にとどまらず、企業内にいる法律専門家とし
てビジネスの全体にかかわれるチャンスがあります。もちろん、生身のビジネスを
扱う企業法務の世界は、文献や判例を読んで法理論を研究したり議論したりする大
学での勉強とは随分様子が異なりますが、民法、商法や会社法を始め、大学で学ぶ
基本的な法律知識や議論を通じて養った論理的思考は必要不可欠な仕事です。
企業法務ベーシックでは、日本を代表する企業の法務部門の責任者や企業法務
の一線で働く担当者の方々が講師を務められ、企業法務とは何か、そしてそこで
行われる具体的な仕事がどのようなものか、それらの仕事にどのような知識や能
力が求められるかを実例を交えて紹介いただける大変貴重な機会です。
既に企業法務に進むことを決めている人はもちろん、まだ将来の進路を決めかね
ている人も企業法務を自分の未来の選択肢として検討する材料として是非受講を
検討してください。

テーマ 講師所属

企業活動と法務の紹介 オムロン株式会社

総合商社法務の勘所 伊藤忠商事株式会社

法務からみるビジネス、ビジネスからみる法務 富士通株式会社

企業法務の活動 花王株式会社

スタートアップ投資の法務 デンカ株式会社

鉄道会社と法務 東海旅客鉄道株式会社

ニデックの法務について ニデック株式会社

若手法務部員の国際カルテル訴訟体験 ナガセヴィータ株式会社

HORIBAグループの法務 ～おもしろおかしく働く～ 株式会社堀場製作所

エンタテイメントビジネスと法務の実務 合同会社ユー・エス・ジェイ

企業法務の現在地 サントリーホールディングス株式会社

東京海上グループを取り巻く環境変化と法務コンプライアンスの役割 東京海上ホールディングス株式会社

企業法務について～ グループ法務部を題材に～ ANAホールディングス株式会社

企業法務ベーシック
企業法務の第一線で活躍されている実務家から直接お話を聞ける大変貴重な機会です。この授業では企業法務とは、
そして企業法務の醍醐味とは何かを具体的に知ることができます。現実のビジネスで生起する諸問題に対し、実務家
がどのように取り組んでいるかを知ることで、企業法務のイメージの解像度を上げることができます。

ビジネス・マナー入門 ビジネス・スキル 秘密保持 コンプライアンス

Phase

2
3年次以上（春学期）

企業法務エシックス
企業法務エシックスの講義を受講することが、「リーガル・フィールドワーク」の参加条件の一つになっています。イン
ターンシップ中、法務スタッフの一員として働く上で心得るべきマナー、企業で働く上で必要な基礎的スキル、秘密保
持やコンプライアンス等に関する基本的資質をアウトプットを重視するアクティブ・ラーニングを通じて身につけます。

Phase

2
3年次以上（春学期）
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関東

BIPROGY 株式会社

TDK 株式会社

TMI 総合法律事務所

アフラック生命保険株式会社

株式会社 LDH JAPAN

株式会社東芝

株式会社ニトリホールディングス

サントリーホールディングス株式会社

シャープ株式会社

デロイトトーマツグループ合同会社

デンカ株式会社

東芝テック株式会社

日本電気株式会社（NEC)

花王株式会社

株式会社 LDH JAPAN

株式会社 NTTドコモ

株式会社タイトー

住友化学株式会社

第一生命保険株式会社

東レ株式会社

日本ユニシス株式会社

富士通株式会社

本田技研工業株式会社

野村アセットマネジメント株式会社

畑中 致 氏 株式会社 SCREEN ホールディングス
執行役員 法務・知的財産室長企業の声

リーガル・フィールドワーク 協力企業 直近5年間の実績／地域別・50音順／受け入れ部署：法務・知的財産等

関西・その他

＊法務業務の部署での研修と知的財産の部署での研修は各企業のプログラムによって異なります。

NISSHA 株式会社

オムロン株式会社

株式会社堀場製作所

グンゼ株式会社

ダイキン工業株式会社

ナガセヴィータ株式会社

ニデック株式会社

ヘンケルジャパン株式会社

三菱ロジスネクスト株式会社

株式会社 SCREENホールディングス

株式会社カネカ

株式会社島津製作所

株式会社麻生

西尾レントオール株式会社

大和ハウス工業株式会社

武田薬品工業株式会社

 リーガル・フィールドワーク
夏期休暇中に1 〜 2週間、学生各自が具体的な研究テーマを持って、企業の法務関連部門で現地研修・調査を行いま
す。最終日には、企業で成果発表を実施し、秋には大学でプレゼンテーションの上、レポートを作成します。学んでき
た法律が企業活動の中で、どのように機能し、どのような役割を果たしているかを確かめる貴重な体験となっています。

学んだ知識が実務へとつながるように

企業活動のグローバル化、コンプライアンス、

環境負荷低減などの社会的責任の流れに伴

い、各国の法令・規制、国際ルールの下想定

される法的問題に関して、問題抽出、リスク評

価、対応を担う専門組織として企業法務が求

められる役割は多様化・深化しています。企

業法務パーソンには、関連する法令・規制に

関する知見を駆使して現在また将来の法的論

点を見極め、ステークスホルダー、市場、業界

への影響を推測する力やビジネスセンス、そ

して、先例にとらわれない豊かな創造力を持ち、

それらを上手く伝えるコミュニケーション力が

求められています。これらは一朝一夕に身に

付くものではなく、多様な事案への参画・経験

のなかで、理論と実践を行き来しながら、培わ

れるものです。皆さんが研究し学んでいる法

律が、企業活動の中でどのように具現化され

ているかを、リーガル・フィールドワークを通し

て体験することで、企業法務への理解を深め

る機会となればと期待します。

Phase

3
3年次以上（8〜9月）
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『企業法務の現場を知り、掴む将来像』

『企業法務への理解を深める第一歩』

『変化する環境と企業法務』

『企業法務の現場に触れ、視野を広げる機会』

法学部 法律学科　

法学部 法律学科　

法学研究科 公法学専攻

法学研究科 私法学専攻

［研修先］  株式会社堀場製作所

自身の将来像を明確にしたいと考え、本プログラムに参加
いたしました。参加前は、法律を使って仕事がしたいという
漠然とした関心から、企業法務に魅力を感じていました。
株式会社堀場製作所で5日間実習させていただき、契約業
務の説明や契約書修正の演習とフィードバック、他部門の方々
との交流、工場見学など、多様な内容を経験することができ、
非常に充実した時間となりました。
特に印象的だったのは、企業法務が多くの人とのコミュニケー
ションを通じて成り立つ仕事であるという点です。どの部門

の方からも法務部への信頼の厚さが伝わり、会社全体を俯
瞰して関わることができる点に、企業法務の大きな魅力を感
じました。こうした気づきを得られたのは、実際の現場に触
れることができたからこそだと思います。
また、法務部で働く方々の姿を間近で見ることで、将来の働
き方を具体的に考えるとともに、自身が今後伸ばすべき力も
見えてきました。本プログラムは、将来のイメージを掴む貴
重な機会です。企業法務に興味のある方には、ぜひ参加を
おすすめしたいです。

法務がビジネスをどのように支えているのか、また法務に求
められる姿勢とは何かを学びたいと考え、本プログラムに参
加しました。実習では、契約書業務や特許・商標に関する知
的財産業務を中心に、ゲーム会社における法務部の役割に
ついて学ばせていただきました。ゲームの世界は自由で先
進的な分野が事業となることも多く、前例のない枠組みに対
応する場面も少なくありません。その中で、初めての事案に
も臨機応変に対応できる柔軟性こそが、法務にとって重要
であるという学びが特に印象に残っています。本プログラム

に参加することで、法務として自分のどのような強みを活か
せるのかなど、多くの気づきを得ることができました。

「法務部はどのように社員の想いを実現するために行動して
いるのか」「法務部員として、どのような心構えを持つべきな
のか」といった企業法務に対する様々な疑問を、皆さんも抱
いているのではないでしょうか。少しでも企業法務に興味の
ある方は、ぜひ本プログラムに参加し、それらの疑問に対す
る自分なりの答えを見つけてみてください。

私は、リーガルフィールドワークの一環として、デロイトトー
マツグループ合同会社のインターンに参加し、コンサルファー
ムにおける法務の役割と将来像について学びました。研修
では、法務の各部門に関する概要講義やプレゼンテーショ
ンを通じて、組織全体を支える法務の位置付けを体系的に
理解することができました。特に印象に残ったのは、生成 AI
の活用が進み、法務以外の社員においてもリーガルマイン
ドや法的知識が高度化している現状を前提に、法務がどの
ように存在意義や唯一性を示していくのかという点です。知

識の共有や効率化が進む中でも、最終的な判断や価値評価
を担う専門部門として、法務が果たす役割は依然として重要
であると感じました。また、さまざまな社員の方のお話を伺
う中で、法務としての具体的な働き方や、専門性に加えて意
識すべき姿勢について学ぶことができました。企業法務を
目指している方や興味のある方は是非、本プログラムに参
加してみてください。今後の学修や進路を検討する上で有
意義な経験となるはずです。

実務における法律の在り方について理解を深め、今後の大
学での学びに生かしたいと考えて本プログラムに参加しま
した。実習では一週間にわたり、自らの専攻分野である知
的財産法に関わる実務を幅広く体験できる日程を組んでい
ただき、契約書のレビューや訴訟手続き、他社との交渉など、
大学の講義だけでは学ぶことのできない実務の現場に触れ
ることができました。これらを通して、法務部・知的財産部の
業務においては、単に法律知識を有しているだけでなく、事
業内容や技術的背景、経営的視点などを踏まえ、多角的に

リスクを検討する姿勢が不可欠であることを学びました。
また、実務を実際に体験したことで、自身に不足している知
識や能力を具体的に認識することができ、残りの大学生活
において何に取り組むべきかを明確にすることができました。
これは、今後の進路を考える上で非常に貴重な経験であっ
たと感じています。
企業法務に少しでも関心のある方は、ぜひ本プログラムに
参加し、大学の座学では得られない実務的な視点からの学
びを体験してみてください。

［研修先］  株式会社タイトー

［研修先］  デロイトトーマツグループ合同会社

［研修先］  日本電気株式会社（NEC）

企 業 法 務 プログラム
参 加 学 生の声
V o i c e sV o i c e s
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M＆Aとファイナンスの法と実務

国際契約論

国際商事紛争解決の実務と法

国際民事紛争解決の実務（日本仲裁人協会寄付講座）

コーポレート・ガバナンスの理論と実務

各種契約のドラフティングのポイント

コンプライアンス活動のポイント

エンターテインメント産業と著作権法（JASRAC 寄付講座）

戦略法務の理論と実践

＊�開設科目は、年度により名称・内容が変更されることがあります。

主な開講科目

企業法務アドバンス
企業活動に関する法務の知識・実務対応について学ぶための多彩な展開・先端科目を開講しています。特に、「企業法務アドバンス」として開講
しているものに限らず、希望にあわせて、学びたい科目を自由に選択し、ビジネスに密着した法的な知識・専門性を深化させることができます。
これらにより、企業法務実務に必要な素養を修得することができます。

学部生向け履修モデル 「企業法務モデル」

本学法学部では、学部生の段階から企業法務に必要な法律知識を体系的に学べる科目を開講しており、企業人に必要な法律知識を身につけたい学生や、 
企業の法務部門でのキャリアを目指す学生向けに、「企業法務モデル」という履修モデルも提示しています。

１年次 ２年次 ３・４年次

民法Ⅰａ（総則①）

民法Ⅱ（物権）

民法Ⅰｂ 
（総則②）

民法Ⅲａ 
（債権総論①）

民法Ⅲｂ 
（契約）

民法Ⅳａ 
（担保物権）

民法Ⅳｂ 
（債権総論②）

民法Ⅴ 
（不法行為）

会社法Ⅰ

会社法Ⅱ

民事訴訟法

会社法Ⅲ

商法総則・ 
商行為法Ⅰ

商法総則・ 
商行為法Ⅱ

雇用関係法Ⅰ

雇用関係法Ⅱ

ビ
ジ
ネ
ス
法
務

倒産処理法Ⅰ（破産法）

倒産処理法Ⅱ 
（民事再生法・会社更生法）

ＡＤＲ・仲裁法

金融商品取引法

経済法Ⅰ

経済法Ⅱ

税法Ⅰ

税法Ⅱ

刑法各論Ⅱ

国
際
法
務

倒産処理法Ⅰ（破産法）

民事執行・保全法

国際経済・環境法

金融商品取引法

保険法

国際取引法

国際財産法

国際民事手続法

知
財
法
務

知的財産法Ａ

知的財産法Ｂ

知的財産法Ｃ

経済法Ⅰ

経済法Ⅱ

国際経済・環境法

国際民事手続法

国際財産法

行政救済法Ⅱ

人
事
法
務

社会保障法Ⅰ

人権保障の原理Ⅱ

労使関係法

雇用政策法

国際取引法

知的財産法Ａ

知的財産法Ｃ

倒産処理法Ⅰ（破産法）

倒産処理法Ⅱ 
（�民事再生法・会社更生法）

企業法務プロフェッショナル育成プログラム



同志社大学  今出川キャンパス教務センター（法学部・法学研究科）
〒602-8580 京都市上京区今出川通烏丸東入　TEL. 075-251-3511  FAX. 075-251-3064　
https://law.doshisha.ac.jp/

本プログラムに関するご連絡・お問い合わせ先

企業法務プログラム 法学部で学び、法学についての理解が深まるにつれて、皆さんは卒業後の進路が気になってくると思います。

「せっかく法学部で勉強したのだから、法学の専門的知識を活かした仕事がしてみたい。法曹三者や公務

員にも興味があるけど、他にはどんな進路があるのだろう……？」そんな皆さんの選択肢の一つとなるのが、

企業の法務部門という進路です。

同志社大学法学部・法学研究科における企業法務のための人材育成は、35年ほど前に始まりました。ま

ずは1991年に、それまでは研究者をめざすごく少数にしか開かれていなかった大学院の門戸を、企業法務

への就職を希望する学生にも開き、そうした学生のために、企業法務に必要な素養を身につけるための新

しい授業を提供していきました。2005年には「企業法務プロフェッショナル育成－プログラムの開発・実践」

が文部科学省の「現代的教育ニーズ取組支援プログラム」に採択され、そうした取組の対象を学部生にまで

拡大し、法学部と法学研究科にまたがった取組として展開してきました。現在、多くの企業の法務部や知的

財産部などの法務部門で、同志社大学法学部・法学研究科出身の方が活躍しておられます。

企業の法務部門は、企業内の法律専門家が、狭い意味での法律問題だけでなく、ビジネスの全体にかか

わることのできる創造的な部門です。机に座って考えるだけでなく、必要があればいつでも現場に駆けつけ

て、日本語だけでなく外国語も駆使しつつ、臨機応変に対応する必要があります。その際、法学の専門的

知識はもちろん必要ですが、知識だけを備えた人材は「精神のない専門人」（マックス・ウェーバー）と化す

危険があります。

同志社大学法学部・法学研究科の「企業法務プロフェッショナル育成プログラム」は、現役の企業法務

パーソンと大学教員のコラボレーションにより、企業法務の最先端の業務内容に触れる機会を提供すると同

時に、段階的な学び（Phase 1、2、3）を通じて、法学の専門的知識を使いこなすための「精神」（同志社

教育の原点である「良心」）を身につけるプログラムになっています。

同志社の創立者・新島襄は、一学生に宛てた手紙の中で「良心の全身に充満したる丈夫 (ますらお ) の起

り来 (きた)らん事を」 （良心が全身に充満した青年が現れることを望んでやまない）と書いています。多くの

皆さんが、本プログラムでの学びを通じて、「良心の全身に充満したる企業法務パーソン」として活躍される

ことを祈念しています。

契約書審査

企業倫理・遵法意識の徹底

法務研修・法律相談

紛争解決

訴訟対応

緊急時の危機対応（不祥事対応等）

経営に対する戦略的なアドバイス

M＆A・事業再編等の 
経営へのサポート機能

リスクマネジメントについて 
様々な制度の企画立案実行の機能

［注］　＊知的財産の保護については専門部門を設け、両部門で連携して業務を分担することが一般的。　＊社外の法律事務所へのアウトソーシングによる連携も活用。

企業内の法的リスクをコントロールし、法的解釈などを行い、法令遵守経営を推進する中心的な存在

企業の法務部門は
どのような役割を担っていて、
その具体的な業務内容は
何ですか ?

企業の法務部門が行っている業務の内容は多岐にわたります。企業法

務のイメージはと問えば契約書を審査しているだけ、あるいは法的紛争・ 

クレームへの対応などの後ろ向きの仕事が多い、地味な仕事ばかりではない

かといった回答をする学生が多いのですが、実際には企業がグローバルな業

務展開を行う中で、法的リスクマネジメントの重要性は高くなっており、その 

主要な担い手が企業法務です。

　また、企業のガバナンスやコンプライアンスの遵守は、企業のブランド、信用、

評判を守るだけでなく、それらを高めるために重要なものです。経営陣への 

戦略的なアドバイスを行う、その役割を担っているのが法務部門です。具体的な 

項目は、予防法務、臨床法務、戦略法務などとして以下のように整理することが

できるでしょう。

企業法務という
選択肢
法学部長・法学研究科長

濱  真 一 郎

AQ

予 防 法 務 臨 床 法 務 戦 略法 務


